
３ 事業主等の責務 ３ 事業主等の責務
 事業主の責務  事業主の責務
法第32条第２項


の規定により、事業主は、職場におけるパワーハラスメントを行ってはな
らないことその他職場におけるパワーハラスメントに起因する問題（以下「パワーハラスメ
ント問題」という。）に対するその雇用する船員の関心と理解を深めるとともに、当該船員が
他の船員（他の事業主が雇用する船員及び求職者を含む。以下「他の船員」という。）に対す
る言動に必要な注意を払うよう、研修の実施その他の必要な配慮をするほか、国の講ずる同
条第１項の広報活動、啓発活動その他の措置に協力するように努めなければならない。なお、
職場におけるパワーハラスメントに起因する問題としては、例えば、船員の意欲の低下等に
よる職場環境の悪化や職場全体の生産性の低下、船員の健康状態の悪化、休職や退職などに
つながり得ること、これらに伴う経営的な損失等が考えられる。

法第30条の３第２項


の規定により、事業主は、職場におけるパワーハラスメントを行って
はならないことその他職場におけるパワーハラスメントに起因する問題（以下「パワーハラ
スメント問題」という。）に対するその雇用する船員の関心と理解を深めるとともに、当該船
員が他の船員（他の事業主が雇用する船員及び求職者を含む。以下「他の船員」という。）に
対する言動に必要な注意を払うよう、研修の実施その他の必要な配慮をするほか、国の講ず
る同条第１項の広報活動、啓発活動その他の措置に協力するように努めなければならない。
なお、職場におけるパワーハラスメントに起因する問題としては、例えば、船員の意欲の低
下等による職場環境の悪化や職場全体の生産性の低下、船員の健康状態の悪化、休職や退職
などにつながり得ること、これらに伴う経営的な損失等が考えられる。

また、事業主（その者が法人である場合にあっては、その役員）は、自らも、パワーハラ
スメント問題に対する関心と理解を深め、船員（他の事業主が雇用する船員及び求職者を含
む。）に対する言動に必要な注意を払うように努めなければならない。

また、事業主（その者が法人である場合にあっては、その役員）は、自らも、パワーハラ
スメント問題に対する関心と理解を深め、船員（他の事業主が雇用する船員及び求職者を含
む。）に対する言動に必要な注意を払うように努めなければならない。

 船員の責務  船員の責務
法第32条第４項


の規定により、船員は、パワーハラスメント問題に対する関心と理解を深
め、他の船員に対する言動に必要な注意を払うとともに、事業主の講ずる４の措置に協力す
るように努めなければならない。

法第30条の３第４項


の規定により、船員は、パワーハラスメント問題に対する関心と理解
を深め、他の船員に対する言動に必要な注意を払うとともに、事業主の講ずる４の措置に協
力するように努めなければならない。

４ 事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関し雇用管理上講ず
べき措置の内容

４ 事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関し雇用管理上講ず
べき措置の内容

事業主は、当該事業主が雇用する船員又は当該事業主（その者が法人である場合にあっては、
その役員）が行う職場におけるパワーハラスメントを防止するため、雇用管理上次の措置を講
じなければならない。

事業主は、当該事業主が雇用する船員又は当該事業主（その者が法人である場合にあっては、
その役員）が行う職場におけるパワーハラスメントを防止するため、雇用管理上次の措置を講
じなければならない。

 （略）  （略）
 相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に対応するために、船員又は船員が乗り組ん
でいる船舶と船員の労務管理の事務を行う事務所との間の連絡体制等の必要な体制の整備

 相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に対応するために、船員又は船員が乗り組ん
でいる船舶と船員の労務管理の事務を行う事務所との間の連絡体制等の必要な体制の整備

事業主は、船員からの相談に対し、その内容や状況に応じ適切かつ柔軟に対応するために
必要な体制の整備として、次の措置を講じなければならない。

事業主は、船員からの相談に対し、その内容や状況に応じ適切かつ柔軟に対応するために
必要な体制の整備として、次の措置を講じなければならない。

イ （略） イ （略）
ロ イの相談窓口の担当者が、相談に対し、その内容や状況に応じ適切に対応できるように
すること。また、相談窓口においては、被害を受けた船員（以下「被害者」という。


）が萎

縮するなどして相談を躊躇する例もあること等も踏まえ、相談者の心身の状況や当該言動
が行われた際の受け止めなどその認識にも配慮しながら、職場におけるパワーハラスメン
トが現実に生じている場合だけでなく、その発生のおそれがある場合や、職場におけるパ
ワーハラスメントに該当するか否か微妙な場合であっても、広く相談に対応し、適切な対
応を行うようにすること。例えば、放置すれば就業環境及び船内生活環境を害するおそれ
がある場合や、船員同士のコミュニケーションの希薄化等の職場環境の問題が原因や背景
となってパワーハラスメントが生じるおそれがある場合等が考えられる。

ロ イの相談窓口の担当者が、相談に対し、その内容や状況に応じ適切に対応できるように
すること。また、相談窓口においては、被害を受けた船員


が萎縮するなどして相談を躊躇

する例もあること等も踏まえ、相談者の心身の状況や当該言動が行われた際の受け止めな
どその認識にも配慮しながら、職場におけるパワーハラスメントが現実に生じている場合
だけでなく、その発生のおそれがある場合や、職場におけるパワーハラスメントに該当す
るか否か微妙な場合であっても、広く相談に対応し、適切な対応を行うようにすること。
例えば、放置すれば就業環境及び船内生活環境を害するおそれがある場合や、船員同士の
コミュニケーションの希薄化等の職場環境の問題が原因や背景となってパワーハラスメン
トが生じるおそれがある場合等が考えられる。

（相談窓口の担当者が適切に対応することができるようにしていると認められる例） （相談窓口の担当者が適切に対応することができるようにしていると認められる例）
～ （略） ～ （略）
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